
一般会計等

・一般会計
・土地区画整理事業特別会計

公営事業会計

・国民健康保険事業特別会計
・介護保険事業特別会計
・後期高齢者医療事業特別会計

うち
公営企業会計 ・水道事業会計

・下水道事業会計

一部事務組合・広域連合
 ・倉浜衛生施設組合
 ・沖縄県市町村自治会館管理組合
 ・沖縄県市町村総合事務組合
 ・中部広域市町村圏事務組合
 ・沖縄県後期高齢者医療広域連合

地方公社・第三セクター等
・沖縄市土地開発公社
・（公財）沖縄こどもの国
・（公財）沖縄中部勤労者福祉サービスセンター（ゆいワーク）
・（株）沖善社

地
方
公
共
団
体

一般会計

特別会計

実質赤字比率
・沖縄市R7：－％（△4.13％）

（R6 ：－％（△3.91％））

（R5 ：－％（△6.09％））
20

《早期健全化基準：11.60％》
《財政再生基準：20％》

連結実質赤字比率
・沖縄市R7：－％（△19.98％）

（R6 ：－％（△20.34％））

（R5 ：－％（△25.57％））

20：

《早期健全化基準：16.60％》
《財政再生基準：30％》

実質公債費比率
・沖縄市R7：5.6 ％

（R6  ：5.8％）

（R5  ：5.6％）

《早期健全化基準：25％》
《財政再生基準：35％》

資金不足比率
・水道事業会計R7：－％（△110.96％)

（R6 ：－％（△131.92％)）
（R5  ：－％（△145.56％））

・下水道事業会計R7：－％(△58.66％)
（R6 ：－％(△57.38％)）
（R5  ：－％（△61.37％））

《経営健全化基準：20％》

将来負担比率
・沖縄市R7：31.3％

（R6 ：30.2％）
（R5  ：28.0％）

《早期健全化基準：350％》

将来負担比率に係る内訳
・地方債の現在高

・債務負担行為に基づく支出予定額（土地開発公社への

依頼土地の買い戻しに係るもの）

・公営企業債等繰入見込額
・一部事務組合が起こした地方債への負担見込額

・退職手当負担見込額
・小口資金融資制度損失補償債務

令和7年度決算に基づく沖縄市財政の健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率イメージ


